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eスポーツとデジタル文化
令和7年12月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「eスポーツとデジタル文化」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は他テーマの発言
です。

○１０番（崎尾亮介） ［登壇］

次に、ｅスポーツを主としたデジタル文化に対する市の考えについてお伺いします。

まず申し上げたいのは、ゲーム産業やｅスポーツを娯楽や一部の若者の文化として捉えるのはもったいないということです。世界全体で見
た場合、コンテンツ産業全体の市場規模は、２０２２年時点で約１３５.６兆円に達しています。これは、同じ年の石油化学産業の約８５.
６兆円や半導体産業約７３.３兆円を上回る規模です。つまりコンテンツは既に文化ではなく、基幹産業へ成長しています。

この巨大な世界市場の中で、日本のコンテンツ輸出は、２０２３年時点で約５.８兆円に達しています。その内訳を見ていくと、この数字の
うち約３.６兆円、実に６割以上をゲームが占めています。次にアニメが約１.７兆円で３割、そのほかコンテンツが約０.４兆円で１割となっ
ており、日本のコンテンツ産業はゲームが主力であることが分かります。

世界市場に視点を戻します。世界のゲーム産業は、２０２２年時点で約１,８３０億ドル、約２５兆円規模とされており、この１０年間で平
均成長率約１０％の伸びを続けています。これは、自動車産業や製造業など多くの伝統産業の成長率を大きく上回る数字です。

にもかかわらず、国内行政においては、いまだにゲーム産業やｅスポーツが、政策対象として十分認識されていない、支援対象として整理
されていないという現実があります。国会でも官の理解や支援が遅れている点が指摘されました。

しかし、数字が示すとおり、ゲームはもはや遊びではありません。日本が世界で勝てている数少ない領域であり、輸出産業であり、将来の
地域活性、雇用、教育、交流創出の核となり得る公共政策テーマです。

国会では大臣が、コンテンツ産業を成長戦略１７分野の一つに位置づけた上で、複数年の支援を含めた大規模、長期、戦略的な官民投資を
行い、官民投資ロードマップを策定すると答弁しています。つまり国としては、単年度のばらまきではなく、複数年、長期を見据えた本格
的な投資分野としてコンテンツ産業を扱う方向性が示されたわけです。

今後、国が本格的な政策として取り組む流れが進む以上、自治体としても知らないまま待つのではなく、今の段階から理解し、体制を整え、
受皿として準備を進める必要があります。

本日はこうした背景を踏まえ、当市としてｅスポーツをはじめとしたデジタル文化をどのように捉え、政策、教育、地域振興に生かしてい
くのかお伺いします。

まず、ｅスポーツについてお伺いします。

１４歳のひなおという選手が、格闘ゲームの世界大会で優勝しました。この方は特定のスクールなどには通ってなく世界の頂点に立ったと
いう点に、この分野の特徴が現れています。

また、若くして業界を席巻したという点で見れば、将棋界と藤井聡太さんの関係にも似ています。どちらも高度な集中力、判断力、研究が
求められる頭脳競技です。しかし、将棋は文化として成熟し、ｅスポーツはまだ遊びとして見られがちです。価値の差は本質ではなく、イ
メージの差にすぎないと感じています。

さらにｅスポーツは、勝利をきっかけに知名度が上がり、動画配信、スポンサー契約、イベント出演など副次的な収入で生計が成り立ち、
社会的自立につながる可能性もある分野です。ｅスポーツは、体格、資金、地域差といったハードルが少なく、多様な子供たちに才能が発
揮され得る新しい表現領域とも言えます。

そのような観点から、若者の新しい才能の表現の場、社会教育、生涯教育として、ｅスポーツは活用しやすいと考えます。今後、社会教育
の観点からｅスポーツをどのように捉えていくかお伺いします。

次に、教育におけるデジタル文化という点でお伺いします。

大分市ではメタバース空間を用いて、不登校児童生徒の支援を行っています。子供たちが安心して交流し、居場所を得られる先進的な取組
です。本市ではこのメタバースをどのように捉えているのかお伺いします。

○教育長（江嶋久典） ［登壇］

私からは、ｅスポーツを主としたデジタル文化に対する市の考えについてのうち、不登校支援としてのメタバース活用に対する市教委の考
えについてお答えします。
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国のＧＩＧＡスクール構想による１人１台タブレット端末の整備により、学習支援に加え、ＩＣＴのメリットを生かしたオンラインでの相
談支援や家庭学習支援など、オンラインやデジタルツールを活用した不登校児童生徒への支援が少しずつ広がっています。

そのような支援の広がりの一つとして、メタバースによる不登校支援が全国的にも導入されつつあり、県内でも今年度２学期からは、別府
市に続き大分市でも取組を開始したと承知しています。また、県教委も今年度２学期から、県内の小中学校や県立学校の不登校児童生徒を
対象に取組を始めたところです。

メタバースとは、インターネット上につくられた仮想空間のことで、アバターと呼ばれる自分自身の分身となるキャラクターを操作して、
その空間内を移動したり、他の人たちと交流したりすることができるものです。

このメタバースによる不登校支援では、児童生徒が自宅のパソコンやタブレットからアバターを通して学校に見立てた仮想の居場所でクイ
ズやゲーム等の活動やチャットでのコミュニケーション等を行いながら、その先の相談や学習支援へとつなげることが主な目的と認識して
おります。

メタバースは自宅から心理的な負担がなく参加できること、匿名で他者と安心して交流できること、そして現実世界とのかけ橋となる居場
所を得られることから、児童生徒は自分のペースで社会とのつながりを維持、回復し、次のステップへ進むきっかけを見つけやすくなるこ
とが、不登校支援に活用するメリットとされています。

市教委としましては、メタバースを活用して他者と交流することは、不登校児童生徒が学校以外の支援につながる入り口として有効な方策
の一つとなる可能性があるものと捉えておりますので、メタバースを活用した支援の成果や課題について把握していくため、今後も情報収
集に努めてまいりたいと考えています。

私からは以上でございます。

○教育次長（衣笠雄司） ［登壇］

私からは、初めに、ｅスポーツを主としたデジタル文化に対する市の考えについてのうち、ｅスポーツに対する社会教育の観点からの考え
についてお答えいたします。

社会教育につきましては、社会教育法第２条に、学校の教育課程とは別に、主として青少年及び成人に対して社会で行われる組織的な教育
活動全般を指すものと規定されており、具体的には公民館や図書館、博物館などで行われております各種講座や地域のニーズに応じて自主
的、自発的に取り組んでおります各種教室などが挙げられ、市としましては、これらの活動が円滑に行われるように支援しているものでご
ざいます。

御質問のｅスポーツにつきましては、単なる娯楽から競技として認知されるようになり、現在ではそれにとどまらず、年齢や性別、障がい
の有無に関係なく、誰もが楽しめインクルーシブ性が高いことから、高齢者福祉や障がい者の社会参加の促進、世代間交流などを目的にｅ
スポーツを活用した事例があることは認識をしており、このような活用は社会教育活動の一つとなり得ると考えております。

今後、ＡＯＳＥや公民館等で実施しております事業に、社会教育活動としてｅスポーツを活用した新たな取組を取り入れる可能性につきま
して、本市のニーズ把握や先進地の事例を参考に調査、研究してまいりたいと考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

次に、教育におけるデジタル文化について再質問いたします。

大分市ではメタバースを活用していますが、日田市ではデジタルツールを用いた不登校支援をどう行っているのかお伺いします。

○教育長（江嶋久典） ［答弁］

本市では、令和６年度から学校内外の相談や支援につながっていない児童生徒を必要な支援につなぐために、タブレットを活用して、教育
センターと家庭で双方向のやり取りができる学習支援アプリを利用したオンライン支援を開始いたしました。

このオンライン支援では、安心してつながれる場の一つとして、様々な相談に対応できるよう個別に情報の配信なども行っています。担当
職員とのつながりの空間ではございますけれども、児童が無理なく安心してつながれるようにクイズやパズルなどの遊びの要素も取り入れ
ながら、やまびこ学級での児童生徒の活動は紹介しながら、次の相談や支援につなげることを狙いといたしております。

支援の結果、中にはやまびこ学級への通級につながった例もあることから、デジタルツールを活用した不登校支援は有効な手段の一つとや
はり考えているところでございます。

現在、小学生６人、中学生３２人が登録をいたしておりまして、ログイン数につきましては、令和６年度が２３９回であったものが、令和
７年度はこれまで現在、７０２回と約３倍に増えております。この数字を４月からの数字ですので、多いと見るか少ないと見るかはいろい
ろ意見が分かれるところであるかと思いますが、やはりこのような取組の中から、やまびこ学級の予定表の配信をチェックしていた生徒が
興味のある活動に参加してくる。それから、体験通級できるようになった子供が出てきている。そして、そこから正式通級に至った事例も
複数見られている。このようなことからも、地道な取組というのをまず続けていければというふうに考えているところでございます。
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○１０番（崎尾亮介） ［意見・要望］

アクセス数が飛躍的に伸びていることもちょっとびっくりしたとこですけども、そういったつながりを創出することは今後も大事なことだ
と思うので、ぜひ発展させていっていただきたいと思います。

それでは、教育長にちょっとお伺いしたいことがございます。先ほどメタバースの紹介していただいたんですけれども、今クイズを用いる
とか、そういった教育の手法等々も御紹介あったんですけれども、今ゲーミフィケーションという考えがございまして、企業が研修などで
採用している、課題をクエストにし達成するというものです。これを教育に落とし込むと教科やスポーツ、文化芸術をクエスト形式にし、
達成する、褒められる、次へ進むという、子供が持つ根源的なモチベーションを生かした学習設計が可能です。

また、文部科学省のホームページにも楽しく遊びたいというコンテンツがありまして、クエスト形式ではないんですけども、導入にはとて
もいいと僕は個人で思ってます。

先ほど御紹介あったところなんですけれども、私自身は今思っている認識としまして、タブレットが導入される際、学問の表現の仕方が変
わった、新しい感覚的な学びが実現するのではないかと期待しておりました。実際には紙のデジタル化にとどまっていたと私個人ではちょっ
と思っているとこです。

昨日の答弁でも、教師と児童の学習に対する理解の認識の差があったところですが、今求められているのは、教育が子供の世界に歩み寄る
デザインだと私は思っています。クエスト型の学習や子供の感性に寄り添った学びのデザインについて、教育課題の底上げに最も有効だと
考えますが、教育長の考えをお伺いします。

○教育長（江嶋久典） ［答弁］

議員がおっしゃるように、教育が子供の学びに寄り添っていくということ、とても大切なことだというふうに思っています。

最も簡単なところからいえば、昨日の答弁の中でも申し上げましたけれども、やはり授業を改善していこうという意識を教師側が強く持つ
こと、我々が持つこと。このことはこれまでもずっと取り組んできたことでありますけれども、議員がおっしゃっているような点も視点と
して含めて、改めて授業をしっかり改善していく。簡単なことでいえば、教師主導だけに偏り過ぎないということであろうと思います。教
えることと子供自身が学び取っていく、考えていくことのバランスというのがとても大事だろうというふうに思っています。そういう意味
では、教師は子供たちの学習の伴走支援者というふうな言われ方も、最近、言葉として使われ始めているところでございます。

クエスト型の学習については、やはり子供たちの自己肯定感を高めながら学習を進めていく。そして、コロナ禍でも少し日田市の子供たち
も低下していると言える学びへの意欲というものをもう一度復活させていくことについては、とても有効なことであろうというふうに思っ
ています。

学校でもこれまでそういったスモールステップ型の学習などを取り入れながら、子供を次々につなげていくような、褒めてやったり、それ
から、学習で掛け算九九が言えたら御褒美シールを渡したりとか、小学校でもいろんな手法を考えながらやっているものも、クエスト型学
習の入り口ではないかというふうに思っておりまして、こういったことについて引き続き取り組んでいきたいというふうに考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

市長に最後にお伺いいたします。

教育、福祉、交流、若者支援、観光という複数の分野において、デジタル文化の活用には可能性があります。実際にｅスポーツイベントの
お手伝いをさせていただきました。これは、その際に用いたアンケートになります。これは後ほどお話しするんですけれども。こちらは、
ｅスポーツをまたしたい。これはｅスポーツが楽しかった。こちら側には否定的な意見がございますが、こちらはちょっとシールが貼られ
てないので、これはちょっとこういう形にさせてもらいます。

実際に競技にエントリーされた方は９７名いらっしゃいまして、アンケートでも御覧のとおり、またやりたいが最多となりました。子供た
ちの熱量は非常に高いものでした。その際に他の地域でも実施してみたいという声も複数いただきました。また同時に、実施してみたいが
どうしたらいいか分からなかったなどの声もいただきました。今後継続した取組として、市が協力することで地域のにぎわいや観光へとつ
ながる可能性があります。今後の継続発展に向けて、市はどのように関わるのか、お考えをお伺いいたします。

○市長（椋野美智子） ［答弁］

私はデジタル技術と文化芸術、スポーツの取組を組み合わせることにつきましては、大変魅力があり、地域のにぎわい創出や観光の振興に
つながる可能性があるものと考えております。

例えばこれは芸術文化のほうですが、今年の７月から９月まで大分県立美術館ＯＰＡＭで開催されました「チームラボ学ぶ！未来の遊園地
と、花と共に生きる動物たち」は、アートとテクノロジーを融合させ、子供も大人も楽しめる体験型の催しで、２か月で来場者数が１０万
人を達成するなど、大変好評だったというふうに伺っております。

このようにデジタルを活用した文化芸術に取り組む方たちとの連携は、本市の魅力を高めることができるものと期待しております。
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また、デジタル文化の一つとして広まっております、今議員が御紹介をくださいましたｅスポーツイベントにつきましても、全国的に取組
が進められていることは承知しておりまして、自治体がイベントを主催するケースのほか、民間がイベントを主催し、自治体が後援という
形で協力するケースなども事例として見られるようでございます。

私はｅスポーツイベントに限らず、デジタル文化全般に関して、市としての関わり方はソフト面にあると考えております。イベントの実施
に必要となる場所や機材を市が整備するというのではなく、民間の魅力あるデジタル文化の取組に対して、市が例えば相談を受ける窓口を
設置して寄り添いながら対応していくことや、市がイベントを後援することなどソフト面での関わりが重要だと考えており、進めてまいり
たいと思っております。

その実現のためにということもございまして、本年４月に市の組織機構を見直し、市長部局に文化芸術部門やスポーツ部門を移した上で、
文化スポーツ観光部を設置したところでございます。文化芸術やスポーツも含めた、本市のあらゆる魅力を観光に結びつけていくこととし
たところであり、デジタル文化、デジタルスポーツもその一つと考えておりますので、今後も本市の魅力をそういう形で発信できるように
取組を進めてまいりたいと考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［意見・まとめ］

最後に、このアンケート集計をしているときにちょっと気づきがあったので、共有させてもらって終わらせてもらいたいと思います。

こちらは、模造紙の上にＡ４用紙を貼っているんですけれども、子供たちはこのＡ４用紙の縁にはみ出さないように貼られています。僕は
これを見たときに、見えない壁があると思いました。大人がこういった見えない壁を設置してしまうことがあってはならないなと自覚した
ところでございます。

子供たちにとっての最良の選択というのは、時としてとても難しいと思いますが、意志と哲学と享受を持って環境つくりや導いていただき
たいと思って、質問を終わります。

以上です。────────────── ○ ──────────────


